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女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約   　 　　　　　　　

この条約の締約国は、国際連合憲章が基本的人

権、人間の尊厳及び価値並びに男女の権利の平等に

関する信念を改めて確認していることに留意し、世

界人権宣言が、差別は容認することができないもの

であるとの原則を確認していること、並びにすべて

の人間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊

厳及び権利について平等であること並びにすべて

の人は性による差別その他のいかなる差別もなし

に同宣言に掲げるすべての権利及び自由を享有す

ることができることを宣明していることに留意し、

人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、

社会的、文化的、市民的及び政治的権利の享有につ

いて男女に平等の権利を確保する義務を負つてい

ることに留意し、国際連合及び専門機関の主催の下

に各国が締結した男女の権利の平等を促進するた

めの国際条約を考慮し、更に、国際連合及び専門機

関が採択した男女の権利の平等を促進するための

決議、宣言及び勧告に留意し、しかしながら、これ

らの種々の文書にもかかわらず女子に対する差別

が依然として広範に存在していることを憂慮し、女

子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の尊

厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男子と

平等の条件で自国の政治的、社会的、経済的及び文

化的活動に参加する上で障害となるものであり、社

会及び家族の繁栄の増進を阻害するものであり、ま

た、女子の潜在能力を自国及び人類に役立てるため

に完全に開発することを一層困難にするものであ

ることを想起し、窮乏の状況においては、女子が食

糧、健康、教育、雇用のための訓練及び機会並びに

他の必要とするものを享受する機会が最も少ない

ことを憂慮し、衡平及び正義に基づく新たな国際経

済秩序の確立が男女の平等の促進に大きく貢献す

ることを確信し、アパルトヘイト、あらゆる形態の

人種主義、人種差別、植民地主義、新植民地主義、

侵略、外国による占領及び支配並びに内政干渉の根

絶が男女の権利の完全な享有に不可欠であること

を強調し、国際の平和及び安全を強化し、国際緊張

を緩和し、すべての国（社会体制及び経済体制のい

かんを問わない。）の間で相互に協力し、全面的か

つ完全な軍備縮小を達成し、特に厳重かつ効果的な

国際管理の下での核軍備の縮小を達成し、諸国間の

関係における正義、平等及び互恵の原則を確認し、

外国の支配の下、植民地支配の下又は外国の占領の

下にある人民の自決の権利及び人民の独立の権利

を実現し並びに国の主権及び領土保全を尊重する

ことが、社会の進歩及び発展を促進し、ひいては、

男女の完全な平等の達成に貢献することを確認し、

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和

は、あらゆる分野において女子が男子と平等の条件

で最大限に参加することを必要としていることを

確信し、家族の福祉及び社会の発展に対する従来完

全には認められていなかつた女子の大きな貢献、母

性の社会的重要性並びに家庭及び子の養育におけ

る両親の役割に留意し、また、出産における女子の

役割が差別の根拠となるべきではなく、子の養育に

は男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要

であることを認識し、社会及び家庭における男子の

伝統的役割を女子の役割とともに変更することが

男女の完全な平等の達成に必要であることを認識

し、女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げら

れている諸原則を実施すること及びこのために女

子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するための

必要な措置をとることを決意して、次のとおり協定

した。 

第一部

第一条

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、

性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、

経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる

分野においても、女子（婚姻をしているかいないか

を問わない。）が男女の平等を基礎として人権及び

基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害

し又は無効にする効果又は目的を有するものをい

う。

第二条

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非

難し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべての

適当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに

合意し、及びこのため次のことを約束する。 

（ａ）　男女の平等の原則が自国の憲法その他の適

当な法令に組み入れられていない場合にはこ

れを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的な

実現を法律その他の適当な手段により確保す

ること。

（ｂ）　女子に対するすべての差別を禁止する適当

な立法その他の措置（適当な場合には制裁を含

む。）をとること。

（ｃ）　女子の権利の法的な保護を男子との平等を

基礎として確立し、かつ、権限のある自国の裁

判所その他の公の機関を通じて差別となるい

かなる行為からも女子を効果的に保護するこ

とを確保すること。

（ｄ）　女子に対する差別となるいかなる行為又は

慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関がこ

の義務に従つて行動することを確保すること。

（ｅ）　個人、団体又は企業による女子に対する差別

を撤廃するためのすべての適当な措置をとる

こと。

（ｆ）　女子に対する差別となる既存の法律、規則、

慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのす

べての適当な措置（立法を含む。）をとること。

（ｇ）　女子に対する差別となる自国のすべての刑

罰規定を廃止すること。
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第三条

　締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、

経済的及び文化的分野において、女子に対して男子

との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使

し及び享有することを保障することを目的として、

女子の完全な能力開発及び向上を確保するための

すべての適当な措置（立法を含む。）をとる。

第四条

１　締約国が男女の事実上の平等を促進すること

を目的とする暫定的な特別措置をとることは、こ

の条約に定義する差別と解してはならない。ただ

し、その結果としていかなる意味においても不平

等な又は別個の基準を維持し続けることとなつ

てはならず、これらの措置は、機会及び待遇の平

等の目的が達成された時に廃止されなければな

らない。

２　締約国が母性を保護することを目的とする特

別措置（この条約に規定する措置を含む。）をと

ることは、差別と解してはならない。

第五条

　締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置

をとる。 

（ａ）　両性のいずれかの劣等性若しくは優越性の

観念又は男女の定型化された役割に基づく偏

見及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現

するため、男女の社会的及び文化的な行動様式

を修正すること。

（ｂ）　家庭についての教育に、社会的機能としての

母性についての適正な理解並びに子の養育及

び発育における男女の共同責任についての認

識を含めることを確保すること。あらゆる場合

において、子の利益は最初に考慮するものとす

る。

第六条

　締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の

売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な

措置（立法を含む。）をとる。 

第二部

第七条

　締約国は、自国の政治的及び公的活動における女

子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な

措置をとるものとし、特に、女子に対して男子と平

等の条件で次の権利を確保する。 

（ａ）　あらゆる選挙及び国民投票において投票す

る権利並びにすべての公選による機関に選挙

される資格を有する権利

（ｂ）　政府の政策の策定及び実施に参加する権利

並びに政府のすべての段階において公職に就

き及びすべての公務を遂行する権利

（ｃ）　自国の公的又は政治的活動に関係のある非

政府機関及び非政府団体に参加する権利

第八条

　締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機

関の活動に参加する機会を、女子に対して男子と平

等の条件でかついかなる差別もなく確保するため

のすべての適当な措置をとる。

第九条 

１　締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、

女子に対して男子と平等の権利を与える。締約国

は、特に、外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍

の変更が、動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍

にし又は夫の国籍を妻に強制することとならな

いことを確保する。

２　締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子

と平等の権利を与える。

第三部

第十条

　締約国は、教育の分野において、女子に対して男

子と平等の権利を確保することを目的として、特

に、男女の平等を基礎として次のことを確保するこ

とを目的として、女子に対する差別を撤廃するため

のすべての適当な措置をとる。 

（ａ）　農村及び都市のあらゆる種類の教育施設に

おける職業指導、修学の機会及び資格証書の取

得のための同一の条件。このような平等は、就

学前教育、普通教育、技術教育、専門教育及び

高等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練

において確保されなければならない。

（ｂ）　同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の

資格を有する教育職員並びに同一の質の学校

施設及び設備を享受する機会

（ｃ）　すべての段階及びあらゆる形態の教育にお

ける男女の役割についての定型化された概念

の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学

その他の種類の教育を奨励することにより、ま

た、特に、教材用図書及び指導計画を改訂する

こと並びに指導方法を調整することにより行

うこと。

（ｄ）　奨学金その他の修学援助を享受する同一の

機会

（ｅ） 　継続教育計画（成人向けの及び実用的な識

字計画を含む。）、特に、男女間に存在する教育

上の格差をできる限り早期に減少させること

を目的とした継続教育計画を利用する同一の

機会

（ｆ）　女子の中途退学率を減少させること及び早

期に退学した女子のための計画を策定するこ

と。

（ｇ）　スポ－ツ及び体育に積極的に参加する同一

の機会

（ｈ）　家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の

教育的情報（家族計画に関する情報及び助言を

含む。）を享受する機会
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第十一条

１　締約国は、男女の平等を基礎として同一の権

利、特に次の権利を確保することを目的として、

雇用の分野における女子に対する差別を撤廃す

るためのすべての適当な措置をとる。

（ａ）　すべての人間の奪い得ない権利としての労

働の権利

（ｂ）　同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基

準の適用を含む。）についての権利

（ｃ）　職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保

障ならびに労働に係るすべての給付及び条件

についての権利並びに職業訓練及び再訓練（見

習、上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を

受ける権利

（ｄ）　同一価値の労働についての同一報酬（手当を

含む。）及び同一待遇についての権利並びに労

働の質の評価に関する取扱いの平等について

の権利 

（ｅ）　社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、

老齢その他の労働不能の場合における社会保

障）についての権利及び有給休暇についての権

利

（ｆ）　作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機

能の保護を含む。）についての権利

２　締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対

する差別を防止し、かつ、女子に対して実効的な

労働の権利を確保するため、次のことを目的とす

る適当な措置をとる。

（ａ）　妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚

姻をしているかいないかに基づく差別的解雇

を制裁を課して禁止すること。

（ｂ）　給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、か

つ、従前の雇用関係、先任及び社会保障上の利

益の喪失を伴わない母性休暇を導入すること。

（ｃ）　親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活

動への参加とを両立させることを可能とする

ために必要な補助的な社会的サ－ビスの提供

を、特に保育施設網の設置及び充実を促進する

ことにより奨励すること。

（ｄ）　妊娠中の女子に有害であることが証明され

ている種類の作業においては、当該女子に対し

て特別の保護を与えること。

３　この条に規定する事項に関する保護法令は、科

学上及び技術上の知識に基づき定期的に検討す

るものとし、必要に応じて、修正し、廃止し、又

はその適用を拡大する。

第十二条

１　締約国は、男女の平等を基礎として保健サ－ビ

ス（家族計画に関連するものを含む。）を享受す

る機会を確保することを目的として、保健の分野

における女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとる。

２　１の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、

妊娠、分娩及び産後の期間中の適当なサ－ビス

（必要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び授

乳の期間中の適当な栄養を確保する。

第十三条

　締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、

特に次の権利を確保することを目的として、他の経

済的及び社会的活動の分野における女子に対する

差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

（ａ）　家族給付についての権利

（ｂ）　銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信

用についての権利

（ｃ）　レクリエ－ション、スポ－ツ及びあらゆる側

面における文化的活動に参加する権利

第十四条

１　締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及

び家族の経済的生存のために果たしている重要

な役割（貨幣化されていない経済の部門における

労働を含む。）を考慮に入れるものとし、農村の

女子に対するこの条約の適用を確保するための

すべての適当な措置をとる。

２　締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子

が農村の開発に参加すること及びその開発から

生ずる利益を受けることを確保することを目的

として、農村の女子に対する差別を撤廃するため

のすべての適当な措置をとるものとし、特に、こ

れらの女子に対して次の権利を確保する。 

（ａ）　すべての段階における開発計画の作成及び

実施に参加する権利

（ｂ）　適当な保健サ－ビス（家族計画に関する情

報、カウンセリング及びサ－ビスを含む。）を

享受する権利

（ｃ）　社会保障制度から直接に利益を享受する権

利

（ｄ）　技術的な能力を高めるために、あらゆる種類

（正規であるかないかを問わない。）の訓練及び

教育（実用的な識字に関するものを含む。）並

びに、特に、すべての地域サ－ビス及び普及サ

－ビスからの利益を享受する権利

（ｅ）　経済分野における平等な機会を雇用又は自

営を通じて得るために、自助的集団及び協同組

合を組織する権利

（ｆ）　あらゆる地域活動に参加する権利

（ｇ）　農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当な

技術を利用する権利並びに土地及び農地の改

革並びに入植計画において平等な待遇を享受

する権利

（ｈ）　適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力及

び水の供給、運輸並びに通信に関する条件）を

享受する権利

第四部

第十五条

１　締約国は、女子に対し、法律の前の男子との平
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等を認める。

２　締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同

一の法的能力を与えるものとし、また、この能力

を行使する同一の機会を与える。特に、締約国は、

契約を締結し及び財産を管理することにつき女

子に対して男子と平等の権利を与えるものとし、

裁判所における手続のすべての段階において女

子を男子と平等に取り扱う。

３　締約国は、女子の法的能力を制限するような法

的効果を有するすべての契約及び他のすべての

私的文書（種類のいかんを問わない。）を無効と

することに同意する。

４　締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選

択の自由に関する法律において男女に同一の権

利を与える。

第十六条

１　締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事

項について女子に対する差別を撤廃するための

すべての適当な措置をとるものとし、特に、男女

の平等を基礎として次のことを確保する。 

（ａ）　婚姻をする同一の権利

（ｂ）　自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な

合意のみにより婚姻をする同一の権利

（ｃ）　婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及

び責任

（ｄ）　子に関する事項についての親（婚姻をしてい

るかいないかを問わない。）としての同一の権

利及び責任。あらゆる場合において、子の利益

は至上である。

（ｅ）　子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任を

もって決定する同一の権利並びにこれらの権

利の行使を可能にする情報、教育及び手段を享

受する同一の権利

（ｆ）　子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれ

らに類する制度が存在する場合にはその制度

に係る同一の権利及び責任。あらゆる場合にお

いて、子の利益は至上である。

（ｇ）　夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を

選択する権利を含む。）

（ｈ）　無償であるか有償であるかを問わず、財産を

所有し、取得し、運用し、管理し、利用し及び

処分することに関する配偶者双方の同一の権

利

２　児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないも

のとし、また、婚姻最低年齢を定め及び公の登録

所への婚姻の登録を義務付けるためのすべての

必要な措置（立法を含む。）がとられなければな

らない。

第五部

第十七条

１　この条約の実施に関する進捗状況を検討する

ために、女子に対する差別の撤廃に関する委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。委員会は、

この条約の効力発生の時は十八人の、三十五番目

の締約国による批准又は加入の後は二十三人の

徳望が高く、かつ、この条約が対象とする分野に

おいて十分な能力を有する専門家で構成する。委

員は、締約国の国民の中から締約国により選出さ

れるものとし、個人の資格で職務を遂行する。そ

の選出に当たっては、委員の配分が地理的に衡平

に行われること並びに異なる文明形態及び主要

な法体系が代表されることを考慮に入れる。

２　委員会の委員は、締約国により指名された者の

名簿の中から秘密投票により選出される。各締約

国は、自国民の中から一人を指名することができ

る。

３　委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力

発生の日の後六箇月を経過した時に行う。国際連

合事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くと

も三箇月前までに、締約国に対し、自国が指名す

る者の氏名を二箇月以内に提出するよう書簡で

要請する。同事務総長は、指名された者のアルフ

ァベット順による名簿（これらの者を指名した締

約国名を表示した名簿とする。）を作成し、締約

国に送付する。

４　委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長によ

り国際連合本部に招集される締約国の会合にお

いて行う。この会合は、締約国の三分の二をもっ

て定足数とする。この会合においては、出席しか

つ投票する締約国の代表によって投じられた票

の最多数で、かつ、過半数の票を得て指名された

者をもって委員会に選出された委員とする。

５　委員会の委員は、四年の任期で選出される。た

だし、最初の選挙において選出された委員のうち

九人の委員の任期は、二年で終了するものとし、

これらの九人の委員は、最初の選挙の後直ちに、

委員会の委員長によりくじ引きで選ばれる。

６　委員会の五人の追加的な委員の選挙は、三十五

番目の批准又は加入の後、２から４までの規定に

従って行う。この時に選出された追加的な委員の

うち二人の委員の任期は、二年で終了するものと

し、これらの二人の委員は、委員会の委員長によ

りくじ引で選ばれる。

７　締約国は、自国の専門家が委員会の委員として

の職務を遂行することができなくなった場合に

は、その空席を補充するため、委員会の承認を条

件として自国民の中から他の専門家を任命する。

８　委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務

の重要性を考慮して決定する条件に従い、同総会

の承認を得て、国際連合の財源から報酬を受け

る。

９　国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定め

る任務を効果的に遂行するために必要な職員及

び便益を提供する。

第十八条

１　締約国は、次の場合に、この条約の実施のため

にとった立法上、司法上、行政上その他の措置及
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びこれらの措置によりもたらされた進歩に関す

る報告を、委員会による検討のため、国際連合事

務総長に提出することを約束する。 

（ａ）　当該締約国についてこの条約が効力を生ず

る時から一年以内

（ｂ）　その後は少なくとも四年ごと、更には委員会

が要請するとき。

２　報告には、この条約に基づく義務の履行の程度

に影響を及ぼす要因及び障害を記載することが

できる。

第十九条

１　委員会は、手続規則を採択する。

２　委員会は、役員を二年の任期で選出する。

第二十条 

１　委員会は、第十八条の規定により提出される報

告を検討するために原則として毎年二週間を超

えない期間会合する。

２　委員会の会合は、原則として、国際連合本部又

は委員会が決定する他の適当な場所において開

催する。

第二十一条

１　委員会は、その活動につき経済社会理事会を通

じて毎年国際連合総会に報告するものとし、ま

た、締約国から得た報告及び情報の検討に基づく

提案及び一般的な性格を有する勧告を行うこと

ができる。これらの提案及び一般的な性格を有す

る勧告は、締約国から意見がある場合にはその意

見とともに、委員会の報告に記載する。

２　国際連合事務総長は、委員会の報告を、情報用

として、婦人の地位委員会に送付する。

第二十二条

　専門機関は、その任務の範囲内にある事項に関す

るこの条約の規定の実施についての検討に際し、代

表を出す権利を有する。委員会は、専門機関に対し、

その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の

実施について報告を提出するよう要請することが

できる。 

第六部

第二十三条

　この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる

規定であって男女の平等の達成に一層貢献するも

のに影響を及ぼすものではない。 

（ａ）　締約国の法令

（ｂ）　締約国について効力を有する他の国際条約

又は国際協定

第二十四条

　締約国は、自国においてこの条約の認める権利の

完全な実現を達成するためのすべての必要な措置

をとることを約束する。

第二十五条

１　この条約は、すべての国による署名のために開

放しておく。

２　国際連合事務総長は、この条約の寄託者として

指定される。 

３　この条約は、批准されなければならない。批准

書は、国際連合事務総長に寄託する。

４　この条約は、すべての国による加入のために開

放しておく。加入は、加入書を国際連合事務総長

に寄託することによって行う。

第二十六条

１　いずれの締約国も、国際連合事務総長にあてた

書面による通告により、いつでもこの条約の改正

を要請することができる。

２　国際連合総会は、１の要請に関してとるべき措

置があるときは、その措置を決定する。

第二十七条

１　この条約は、二十番目の批准書又は加入書が国

際連合事務総長に寄託された日の後三十日目の

日に効力を生ずる。

２　この条約は、二十番目の批准書又は加入書が寄

託された後に批准し又は加入する国については、

その批准書又は加入書が寄託された日の後三十

日目の日に効力を生ずる。

第二十八条

１　国際連合事務総長は、批准又は加入の際に行わ

れた留保の書面を受領し、かつ、すべての国に送

付する。

２　この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、

認められない。

３　留保は、国際連合事務総長にあてた通告により

いつでも撤回することができるものとし、同事務

総長は、その撤回をすべての国に通報する。この

ようにして通報された通告は、受領された日に効

力を生ずる。

第二十九条

１　この条約の解釈又は適用に関する締約国間の

紛争で交渉によって解決されないものは、いずれ

かの紛争当事国の要請により、仲裁に付される。

仲裁の要請の日から六箇月以内に仲裁の組織に

ついて紛争当事国が合意に達しない場合には、い

ずれの紛争当事国も、国際司法裁判所規程に従っ

て国際司法裁判所に紛争を付託することができ

る。

２　各締約国は、この条約の署名若しくは批准又は

この条約への加入の際に、１の規定に拘束されな

い旨を宣言することができる。他の締約国は、そ

のような留保を付した締約国との関係において

１の規定に拘束されない。

３　２の規定に基づいて留保を付した締約国は、国
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際連合事務総長にあてた通告により、いつでもそ

の留保を撤回することができる。

第三十条

　この条約は、アラビア語、中国語、英語、フラン

ス語、ロシア語及びスペイン語をひとしく正文と

し、国際連合事務総長に寄託する。 

　以上の証拠として、下名は、正当に委任を受けて

この条約に署名した。 
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男女共同参画社会基本法　　　　　　

（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）

改正　平成十一年　七月　十六日法律第百二号

　　　同　十一年十二月二十二日同　第百六十号

目次

前文

第一章　総則（第一条―第十二条）

第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策（第十三条―第二十条）

第三章　男女共同参画会議（第二十一条―第二十八

条）

附則 

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。

　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応して

いく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責

任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と

能力を十分に発揮することができる男女共同参画

社会の実現は、緊要な課題となっている。

　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要

課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進

を図っていくことが重要である。

　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進する

ため、この法律を制定する。

第一章　総則

（目的）

第一条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力あ

る社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女

共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並

びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかに

するとともに、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的

に推進することを目的とする。 

（定義）

第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一　男女共同参画社会の形成男女が、社会の対等な

構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うべき社会を形成することをいう。

二　積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男

女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重）

第三条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人とし

て能力を発揮する機会が確保されることその他

の男女の人権が尊重されることを旨として、行わ

れなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第四条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な

役割分担等を反映して、男女の社会における活動

の選択に対して中立でない影響を及ぼすことに

より、男女共同参画社会の形成を阻害する要因と

なるおそれがあることにかんがみ、社会における

制度又は慣行が男女の社会における活動の選択

に対して及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第五条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体

における政策又は民間の団体における方針の立

案及び決定に共同して参画する機会が確保され

ることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第六条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の

養育、家族の介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円滑に果た

し、かつ、当該活動以外の活動を行うことができ

るようにすることを旨として、行われなければな

らない。 

（国際的協調）

第七条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社

会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的

協調の下に行われなければならない。 

（国の責務）

第八条　国は、第三条から前条までに定める男女　

共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置

を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実
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施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務）

第九条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区

域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（国民の責務）

第十条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努

めなければならない。 

（法制上の措置等）

第十一条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は

財政上の措置その他の措置を講じなければなら

ない。 

（年次報告等）

第十二条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての報告

を提出しなければならない。

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明

らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな

ければならない。 

第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策

（男女共同参画基本計画） 

第十三条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

　一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の大綱 

　二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計

画を公表しなければならない。 

５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等）

第十四条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基

本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」

という。）を定めなければならない。 

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

　一　都道府県の区域において総合的かつ長期的

に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

　二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策についての基本的な計画（以下「市町村男

女共同参画計画」という。）を定めるように努め

なければならない。 

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮）

第十五条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策

定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画

社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置）

第十六条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう

適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等）

第十七条　国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策につ

いての苦情の処理のために必要な措置及び性別

による差別的取扱いその他の男女共同参画社会

の形成を阻害する要因によって人権が侵害され

た場合における被害者の救済を図るために必要

な措置を講じなければならない。 

（調査研究）

第十八条　国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査

研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の策定に必要な調査研究を推進する

ように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置）

第十九条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的
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協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関

との情報の交換その他男女共同参画社会の形成

に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図る

ために必要な措置を講ずるように努めるものと

する。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第二十条　国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の

団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して

行う活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるように努めるものとする。 

第三章　男女共同参画会議

（設置）

第二十一条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。 

（所掌事務）

第二十二条　会議は、次に掲げる事務をつかさど

る。 

　一　男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。 

　二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。 

　三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。 

　四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響を調査し、必要があると認めるときは、内

閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。 

（組織）

第二十三条　会議は、議長及び議員二十四人以内を

もって組織する。 

（議長）

第二十四条　議長は、内閣官房長官をもって充て

る。

２　議長は、会務を総理する。 

（議員）

第二十五条　議員は、次に掲げる者をもって充て

る。 

　一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

　二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見

を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者 

２　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の十分の五未満であってはならない。 

３　第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十

分の四未満であってはならない。 

４　第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期）

第二十六条　前条第一項第二号の議員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者

の残任期間とする。

２　前条第一項第二号の議員は、再任されることが

できる。 

（資料提出の要求等）

第二十七条　会議は、その所掌事務を遂行するため

に必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料

の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求

めることができる。

２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外

の者に対しても、必要な協力を依頼することがで

きる。 

（政令への委任）

第二十八条　この章に定めるもののほか、会議の組

織及び議員その他の職員その他会議に関し必要

な事項は、政令で定める。 

附　則（平成十一年六月二三日法律第七八号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第二条　男女共同参画審議会設置法（平成九年法律

第七号）は、廃止する。 

附　則　（平成十一年七月十六日法律第百二号）　

抄

（施行期日）

第一条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

　　　（施行の日＝平成十三年一月六日） 

　一　略 

　二　附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三

項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の

規定　公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置）

第二十八条　この法律の施行の日の前日において

次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委

員その他の職員である者（任期の定めのない者を

除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員
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の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわ

らず、その日に満了する。 

　一から十まで　略 

　十一　男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置）

第三十条　第二条から前条までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置

は、別に法律で定める。 

附　則　（平成十一年十二月二十二日法律第百六十

号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。

　　（以下略）
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雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
（昭和四十七年七月一日法律第百十三号）

目次

第一章　総則（第一条―第四条）

第二章　雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等

第一節　性別を理由とする差別の禁止等（第五条―

第十条）

第二節　事業主の講ずべき措置（第十一条―第十三

条）

第三節　事業主に対する国の援助（第十四条）

第三章　紛争の解決

第一節　紛争の解決の援助（第十五条―第十七条）

第二節　調停（第十八条―第二十七条）

第四章　雑則（第二十八条―第三十二条）

第五章　罰則（第三十三条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条　この法律は、法の下の平等を保障する日本

国憲法の理念にのつとり雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、

女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の

健康の確保を図る等の措置を推進することを目

的とする。

（基本的理念）

第二条　この法律においては、労働者が性別により

差別されることなく、また、女性労働者にあつて

は母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営む

ことができるようにすることをその基本的理念

とする。

２ 事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規

定する基本的理念に従つて、労働者の職業生活の

充実が図られるように努めなければならない。

（啓発活動）

第三条　国及び地方公共団体は、雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保等について

国民の関心と理解を深めるとともに、特に、雇用

の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な

啓発活動を行うものとする。

（男女雇用機会均等対策基本方針）

第四条　厚生労働大臣は、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する施策の

基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対

策基本方針」という。）を定めるものとする。

２ 男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項

は、次のとおりとする。

　一　男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職

業生活の動向に関する事項

　二　雇用の分野における男女の均等な機会及び

待遇の確保等について講じようとする施策の

基本となるべき事項

３ 男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者

及び女性労働者のそれぞれの労働条件、意識及び

就業の実態等を考慮して定められなければなら

ない。

４ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方

針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働政策

審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を

求めるものとする。

５ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方

針を定めたときは、遅滞なく、その概要を公表す

るものとする。

６ 前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方

針の変更について準用する。

第二章 雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等

第一節　性別を理由とする差別の禁止等

（性別を理由とする差別の禁止）

第五条　事業主は、労働者の募集及び採用につい

て、その性別にかかわりなく均等な機会を与えな

ければならない。

第六条　事業主は、次に掲げる事項について、労働

者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはな

らない。

　一　労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を

含む。）、昇進、降格及び教育訓練

　二　住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利

厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるも

の

　三　労働者の職種及び雇用形態の変更

　四　退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の

更新

（性別以外の事由を要件とする措置）

第七条　事業主は、募集及び採用並びに前条各号に

掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別

以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件

を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘

案して実質的に性別を理由とする差別となるお

それがある措置として厚生労働省令で定めるも

のについては、当該措置の対象となる業務の性質

に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上

特に必要である場合、事業の運営の状況に照らし

て当該措置の実施が雇用管理上特に必要である

場合その他の合理的な理由がある場合でなけれ

ば、これを講じてはならない。
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（女性労働者に係る措置に関する特例）

第八条　前三条の規定は、事業主が、雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保の支障

となつている事情を改善することを目的として

女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨

げるものではない。

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの

禁止等）

第九条　事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、

又は出産したことを退職理由として予定する定

めをしてはならない。

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由と

して、解雇してはならない。

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠した

こと、出産したこと、労働基準法（昭和二十二年

法律第四十九号）第六十五条第一項の規定による

休業を請求し、又は同項若しくは同条第二項の規

定による休業をしたことその他の妊娠又は出産

に関する事由であつて厚生労働省令で定めるも

のを理由として、当該女性労働者に対して解雇そ

の他不利益な取扱いをしてはならない。

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しな

い女性労働者に対してなされた解雇は、無効とす

る。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定する

事由を理由とする解雇でないことを証明したと

きは、この限りでない。

（指針）

第十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及

び前条第一項から第三項までの規定に定める事

項に関し、事業主が適切に対処するために必要な

指針（次項において「指針」という。）を定める

ものとする。

２ 第四条第四項及び第五項の規定は指針の策定及

び変更について準用する。この場合において、同

条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求

める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものと

する。

第二節　事業主の講ずべき措置

（職場における性的な言動に起因する問題に関する

雇用管理上の措置）

第十一条　事業主は、職場において行われる性的な

言動に対するその雇用する労働者の対応により

当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、

又は当該性的な言動により当該労働者の就業環

境が害されることのないよう、当該労働者からの

相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の

整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなけ

ればならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が

講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針（次項において「指針」

という。）を定めるものとする。

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置）

第十二条　事業主は、厚生労働省令で定めるところ

により、その雇用する女性労働者が母子保健法

（昭和四十年法律第百四十一号）の規定による保

健指導又は健康診査を受けるために必要な時間

を確保することができるようにしなければなら

ない。

第十三条　事業主は、その雇用する女性労働者が前

条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を

守ることができるようにするため、勤務時間の変

更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければなら

ない。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が

講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針（次項において「指針」

という。）を定めるものとする。

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。

第三節　事業主に対する国の援助

第十四条　国は、雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇が確保されることを促進するため、

事業主が雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保の支障となつている事情を改善

することを目的とする次に掲げる措置を講じ、又

は講じようとする場合には、当該事業主に対し、

相談その他の援助を行うことができる。

　一　その雇用する労働者の配置その他雇用に関

する状況の分析

　二　前号の分析に基づき雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつ

ている事情を改善するに当たつて必要となる

措置に関する計画の作成

　三　前号の計画で定める措置の実施

　四　前三号の措置を実施するために必要な体制

の整備

　五　前各号の措置の実施状況の開示

第三章　紛争の解決

第一節　紛争の解決の援助

（苦情の自主的解決）

第十五条　事業主は、第六条、第七条、第九条、第

十二条及び第十三条第一項に定める事項（労働者
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の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、労

働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機

関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者

を代表する者を構成員とする当該事業場の労働

者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し

当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決

を図るように努めなければならない。

（紛争の解決の促進に関する特例）

第十六条　第五条から第七条まで、第九条、第十一

条第一項、第十二条及び第十三条第一項に定める

事項についての労働者と事業主との間の紛争に

ついては、個別労働関係紛争の解決の促進に関す

る法律（平成十三年法律第百十二号）第四条、第

五条及び第十二条から第十九条までの規定は適

用せず、次条から第二十七条までに定めるところ

による。

（紛争の解決の援助）

第十七条　都道府県労働局長は、前条に規定する紛

争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方から

その解決につき援助を求められた場合には、当該

紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告

をすることができる。

２ 事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを

理由として、当該労働者に対して解雇その他不利

益な取扱いをしてはならない。

第二節　調停

（調停の委任）

第十八条　都道府県労働局長は、第十六条に規定す

る紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を

除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関

係当事者」という。）の双方又は一方から調停の

申請があつた場合において当該紛争の解決のた

めに必要があると認めるときは、個別労働関係紛

争の解決の促進に関する法律第六条第一項の紛

争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停

を行わせるものとする。

２ 前条第二項の規定は、労働者が前項の申請をし

た場合について準用する。

（調停）

第十九条　前条第一項の規定に基づく調停（以下こ

の節において「調停」という。）は、三人の調停

委員が行う。

２ 調停委員は、委員会の委員のうちから、会長が

あらかじめ指名する。

第二十条　委員会は、調停のため必要があると認め

るときは、関係当事者の出頭を求め、その意見を

聴くことができる。

２ 委員会は、第十一条第一項に定める事項につい

ての労働者と事業主との間の紛争に係る調停の

ために必要があると認め、かつ、関係当事者の双

方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該

事件に係る職場において性的な言動を行つたと

される者の出頭を求め、その意見を聴くことがで

きる。

第二十一条　委員会は、関係当事者からの申立てに

基づき必要があると認めるときは、当該委員会が

置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な

労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働

者を代表する者又は関係事業主を代表する者か

ら当該事件につき意見を聴くものとする。

第二十二条　委員会は、調停案を作成し、関係当事

者に対しその受諾を勧告することができる。

第二十三条　委員会は、調停に係る紛争について調

停による解決の見込みがないと認めるときは、調

停を打ち切ることができる。

２ 委員会は、前項の規定により調停を打ち切つた

ときは、その旨を関係当事者に通知しなければな

らない。

（時効の中断）

第二十四条　前条第一項の規定により調停が打ち

切られた場合において、当該調停の申請をした者

が同条第二項の通知を受けた日から三十日以内

に調停の目的となつた請求について訴えを提起

したときは、時効の中断に関しては、調停の申請

の時に、訴えの提起があつたものとみなす。

（訴訟手続の中止）

第二十五条　第十八条第一項に規定する紛争のう

ち民事上の紛争であるものについて関係当事者

間に訴訟が係属する場合において、次の各号のい

ずれかに掲げる事由があり、かつ、関係当事者の

共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月

以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決

定をすることができる。

　一　当該紛争について、関係当事者間において調

停が実施されていること。

　二　前号に規定する場合のほか、関係当事者間に

調停によつて当該紛争の解決を図る旨の合意

があること。

２ 受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消す

ことができる。

３ 第一項の申立てを却下する決定及び前項の規定

により第一項の決定を取り消す決定に対しては、

不服を申し立てることができない。

（資料提供の要求等）

第二十六条　委員会は、当該委員会に係属している

事件の解決のために必要があると認めるときは、

関係行政庁に対し、資料の提供その他必要な協力

を求めることができる。
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（厚生労働省令への委任）

第二十七条　この節に定めるもののほか、調停の手

続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。

第四章　雑則

（調査等）

第二十八条　厚生労働大臣は、男性労働者及び女性

労働者のそれぞれの職業生活に関し必要な調査

研究を実施するものとする。

２ 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係

行政機関の長に対し、資料の提供その他必要な協

力を求めることができる。

３ 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道

府県知事から必要な調査報告を求めることがで

きる。

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）

第二十九条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関

し必要があると認めるときは、事業主に対して、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をする

ことができる。

２ 前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働

省令で定めるところにより、その一部を都道府県

労働局長に委任することができる。

（公表）

第三十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条ま

で、第九条第一項から第三項まで、第十一条第一

項、第十二条及び第十三条第一項の規定に違反し

ている事業主に対し、前条第一項の規定による勧

告をした場合において、その勧告を受けた者がこ

れに従わなかつたときは、その旨を公表すること

ができる。

（船員に関する特例）

第三十一条　船員職業安定法（昭和二十三年法律第

百三十号）第六条第一項に規定する船員及び同項

に規定する船員になろうとする者に関しては、第

四条第一項並びに同条第四項及び第五項（同条第

六項、第十条第二項、第十一条第三項及び第十三

条第三項において準用する場合を含む。）、第十条

第一項、第十一条第二項、第十三条第二項並びに

前三条中「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通

大臣」と、第四条第四項（同条第六項、第十条第

二項、第十一条第三項及び第十三条第三項にお

いて準用する場合を含む。）中「労働政策審議会」

とあるのは「船員中央労働委員会」と、第六条第

二号、第七条、第九条第三項、第十二条及び第

二十九条第二項中「厚生労働省令」とあるのは「国

土交通省令」と、第九条第三項中「労働基準法（昭

和二十二年法律第四十九号）第六十五条第一項の

規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条

第二項の規定による休業をしたこと」とあるの

は「船員法（昭和二十二年法律第百号）第八十七

条第一項又は第二項の規定によつて作業に従事

しなかつたこと」と、第十七条第一項、第十八条

第一項及び第二十九条第二項中「都道府県労働局

長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を

含む。）」と、第十八条第一項中「個別労働関係紛

争の解決の促進に関する法律第六条第一項の紛

争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停

を行わせる」とあるのは「船員地方労働委員会に

調停を委任する」とする。

２ 前項の規定により読み替えられた第十八条第一

項の規定により委任を受けて船員地方労働委員

会が行う調停については、前章第二節の規定は、

適用しない。

３ 前項の調停の事務は、公益委員のうちから当該

船員地方労働委員会の会長が指名する三人の委

員で構成する合議体で取り扱う。この場合におい

て、当該合議体は、関係当事者からの申立てに基

づき必要があると認めるときは、使用者委員及び

労働者委員のうちから当該船員地方労働委員会

の会長が指名する委員から当該事件につき意見

を聴くものとする。

４ 第二十条及び第二十二条から第二十七条までの

規定は、第二項の調停について準用する。この場

合において、第二十条、第二十二条、第二十三条

及び第二十六条中「委員会」とあるのは「船員地

方労働委員会」と、第二十七条中「この節」とあ

るのは「第三十一条第三項及び第四項」と、「調停」

とあるのは「合議体及び調停」と、「厚生労働省令」

とあるのは「船員中央労働委員会規則」と読み替

えるものとする。

（適用除外）

第三十二条　第二章第一節及び第三節、前章、第

二十九条並びに第三十条の規定は、国家公務員及

び地方公務員に、第二章第二節の規定は、一般職

の国家公務員（特定独立行政法人等の労働関係に

関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号）

第二条第四号の職員を除く。）、裁判所職員臨時措

置法（昭和二十六年法律第二百九十九号）の適用

を受ける裁判所職員、国会職員法（昭和二十二年

法律第八十五号）の適用を受ける国会職員及び自

衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第二条

第五項に規定する隊員に関しては適用しない。

第五章　罰則

第三十三条　第二十九条第一項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以

下の過料に処する。

附則（平成十八年六月二一日法律第八二号）

（施行期日）

第一条　この法律は、平成十九年四月一日から施行

する。ただし、附則第七条の規定は、社会保険労

務士法の一部を改正する法律（平成十七年法律第

六十二号）中社会保険労務士法（昭和四十三年法
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律第八十九号）第二条第一項第一号の四の改正規

定の施行の日又はこの法律の施行の日のいずれ

か遅い日から施行する。

（紛争の解決の促進に関する特例に関する経過措

置）

第二条　この法律の施行の際現に個別労働関係紛

争の解決の促進に関する法律（平成十三年法律第

百十二号）第六条第一項の紛争調整委員会（以下

「委員会」という。）に係属している同法第五条第

一項のあっせんに係る紛争については、第一条の

規定による改正後の雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下

「新法」という。）第十六条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。

（時効の中断に関する経過措置）

第三条　この法律の施行の際現に委員会に係属し

ている第一条の規定による改正前の雇用の分野

における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律第十四条第一項の調停に関し当該調

停の目的となっている請求についての新法第

二十四条の規定の適用に関しては、この法律の施

行の時に、調停の申請がされたものとみなす。

（罰則に関する経過措置）

第四条　この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。

（検討）

第五条　政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、新法及び第二条の規定による改正

後の労働基準法第六十四条の二の規定の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、これ

らの規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。

（船員職業安定法の一部改正）

第六条　船員職業安定法（昭和二十三年法律第

百三十号）の一部を次のように改正する。

　第九十一条中「第三章」を「第九条第三項、第

十一条第一項、第十二条及び第十三条第一項」に、

「第二十一条第一項」を「第十一条第一項」に改

める。

　第九十二条第五項中「第二十七条第一項」を「第

三十一条第一項」に、「若しくは」を「又は」に

改める。

（社会保険労務士法の一部改正）

第七条　社会保険労務士法の一部を次のように改

正する。

　第二条第一項第一号の四中「第十四条第一項」を

「第十八条第一項」に改める。

（船員の雇用の促進に関する特別措置法の一部改正）

第八条　船員の雇用の促進に関する特別措置法（昭

和五十二年法律第九十六号）の一部を次のように

改正する。

　第十四条第六項中「第二十七条第一項」を「第

三十一条第一項」に、「若しくは」を「又は」に

改める。

（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の就業条件の整備等に関する法律の一部改正）

第九条　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び

派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭

和六十年法律第八十八号）の一部を次のように改

正する。

　第四十七条の二中「第三章」を「第九条第三項、

第十一条第一項、第十二条及び第十三条第一項」

に、「第二十一条第一項」を「第十一条第一項」

に改める。

労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）（抄）

（坑内業務の就業制限）

第六十四条の二使用者は、次の各号に掲げる女性を

当該各号に定める業務に就かせてはならない。

　一　妊娠中の女性及び坑内で行われる業務に従

事しない旨を使用者に申し出た産後一年を経

過しない女性坑内で行われるすべての業務

　二　前号に掲げる女性以外の満十八歳以上の女

性坑内で行われる業務のうち人力により行わ

れる掘削の業務その他の女性に有害な業務と

して厚生労働省令で定めるもの
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律　　　　　　　　　

（平成十三年四月十三日法律第三十一号）

最終改正：平成一九年七月一一日法律第一一三号

目次

前文

第一章　総則（第一条・第二条） 

第一章の二　基本方針及び基本計画　　　　　　

（第二条の二・第二条の三） 

第二章　配偶者暴力相談支援センター等　　　　

（第三条―第五条） 

第三章　被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章　保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章　雑則（第二十三条―第二十八条） 

第六章　罰則（第二十九条・第三十条） 

　我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と

法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の

実現に向けた取組が行われている。

　ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為

をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。

また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配

偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。

　このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等

の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止

し、被害者を保護するための施策を講ずることが必

要である。このことは、女性に対する暴力を根絶し

ようと努めている国際社会における取組にも沿う

ものである。

　ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保

護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、

この法律を制定する。

第一章　総則 

（定義）　 

第一条　この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及

ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる

心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項にお

いて「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、

配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、

その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力等を含むものとす

る。 

２　この法律において「被害者」とは、配偶者から

の暴力を受けた者をいう。 

３　この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含

むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

を防止するとともに、被害者の自立を支援するこ

とを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二　基本方針及び基本計画 

（基本方針） 

第二条の二　内閣総理大臣、国家公安委員会、法務

大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第四

項において「主務大臣」という。）は、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

に関する基本的な方針（以下この条及び次条第一

項において「基本方針」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２　基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第一項の基本計画の指針となるべきものを

定めるものとする。 

　一　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な事項 

　二　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の内容に関する事項 

　三　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の長に協議しなければならない。 

４　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

（基本計画） 

第二条の三　都道府県は、基本方針に即して、当該

都道府県における配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のための施策の実施に関する基本

的な計画（以下この条において「基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２　基本計画においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

　一　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な方針 

　二　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施内容に関する事項 

　三　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３　都道府県は、基本計画を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 
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４　主務大臣は、都道府県に対し、基本計画の作成

のために必要な助言その他の援助を行うよう努

めなければならない。 

第二章　配偶者暴力相談支援センター等

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条　都道府県は、当該都道府県が設置する婦人

相談所その他の適切な施設において、当該各施設

が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を

果たすようにするものとする。 

２　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、当該

市町村が設置する適切な施設において、当該各施

設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能

を果たすようにすることができる。 

３　配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる

業務を行うものとする。 

　一　被害者に関する各般の問題について、相談に

応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行

う機関を紹介すること。 

　二　被害者の心身の健康を回復させるため、医学

的又は心理学的な指導その他の必要な指導を

行うこと。 

　三　被害者（被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家族。次号、

第六号、第五条及び第八条の三において同じ。）

の一時保護を行うこと。 

　四　被害者が自立して生活することを促進する

ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、

関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ

と。 

　五　第四章に定める保護命令の制度の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。 

　六　被害者を居住させ保護する施設の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調

整その他の援助を行うこと。 

４　前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら

行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者

に委託して行うものとする。 

５　配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行

うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行

う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条　婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要

な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条　都道府県は、婦人保護施設において被害者

の保護を行うことができる。 

第三章　被害者の保護

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条　配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であ

った者からの身体に対する暴力に限る。以下この

章において同じ。）を受けている者を発見した者

は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警

察官に通報するよう努めなければならない。 

２　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察

官に通報することができる。この場合において、

その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３　刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示

罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前二項の規定により通報することを妨げるも

のと解釈してはならない。 

４　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の

利用について、その有する情報を提供するよう努

めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護について

の説明等） 

第七条 　配偶者暴力相談支援センターは、被害者

に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に

応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により

配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容

について説明及び助言を行うとともに、必要な保

護を受けることを勧奨するものとする。　 

（警察官による被害の防止） 

第八条　警察官は、通報等により配偶者からの暴力

が行われていると認めるときは、警察法 （昭和

二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法 

（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令

の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保

護その他の配偶者からの暴力による被害の発生

を防止するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二　警視総監若しくは道府県警察本部長

（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面

については、方面本部長。第十五条第三項におい

て同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を

受けている者から、配偶者からの暴力による被害

を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出

があり、その申出を相当と認めるときは、当該配

偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安

委員会規則で定めるところにより、当該被害を自

ら防止するための措置の教示その他配偶者から

の暴力による被害の発生を防止するために必要
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な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三　社会福祉法 （昭和二十六年法律第

四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条に

おいて「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭

和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法 （昭

和二十二年法律第百六十四号）、母子及び寡婦福

祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）その他の

法令の定めるところにより、被害者の自立を支援

するために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条　配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関

その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当た

っては、その適切な保護が行われるよう、相互に

連携を図りながら協力するよう努めるものとす

る。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二　前条の関係機関は、被害者の保護に係

る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の

申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理

するよう努めるものとする。

第四章　保護命令

（保護命令） 

第十条　被害者（配偶者からの身体に対する暴力を

受けた者に限る。以下この章において同じ。）が

配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者か

らの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっ

ては、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者。以下この条、同項第三号及び第十八条

第一項において同じ。）であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号

において同じ。）によりその生命又は身体に重大

な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該配

偶者（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後

に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ

れた場合にあっては、当該配偶者であった者。以

下この条、同項第三号及び第十八条第一項におい

て同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ず

るものとする。ただし、第二号に掲げる事項につ

いては、申立ての時において被害者及び当該配偶

者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

　一　命令の効力が生じた日から起算して六月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と

している住居を除く。以下この号において同

じ。）その他の場所において被害者の身辺につ

きまとい、又は被害者の住居、勤務先その他そ

の通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないこと。 

　二　命令の効力が生じた日から起算して二月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居から

退去すること及び当該住居の付近をはいかい

してはならないこと。 

２　前項本文に規定する場合において、被害者がそ

の成年に達しない子（以下この項及び第十二条第

一項第三号において単に「子」という。）と同居

しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ

戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居して

いる子に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認め

るときは、前項第一号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生

じた日から起算して六月を経過する日までの間、

当該子の住居（被害者及び当該配偶者と共に生活

の本拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）、就学する学校その他の場所において当

該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就

学する学校その他その通常所在する場所の付近

をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条　前条第一項の規定による命令の申立て

に係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所が

ないとき又は住所が知れないときは居所）の所在

地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。

２　前条第一項の規定による命令の申立ては、次の

各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもする

ことができる。

　一　申立人の住所又は居所の所在地 

　二　当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力が行われた地

（保護命令の申立て） 

第十二条　第十条の規定による命令（以下「保護命

令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を記

載した書面でしなければならない。 

　一　配偶者からの身体に対する暴力を受けた状

況 

　二　配偶者からの更なる身体に対する暴力によ

り生命又は身体に重大な危害を受けるおそれ

が大きいと認めるに足りる申立ての時におけ

る事情 

　三　第十条第二項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀な
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くされることを防止するため当該命令を発す

る必要があると認めるに足りる申立ての時に

おける事情 

　四　配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、配偶者からの身体に対する暴

力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り

消された場合にあっては、当該配偶者であった

者から引き続き受ける身体に対する暴力を含

む。）に関して前三号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有

無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

　　イ　当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該警察職員の所属官署の名称

　　ロ　相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所

　　ハ　相談又は求めた援助若しくは保護の内容

　　ニ　相談又は申立人の求めに対して執られた

措置の内容

２　前項の書面（以下「申立書」という。）に同

項第四号イからニまでに掲げる事項の記載がな

い場合には、申立書には、同項第一号から第三

号までに掲げる事項についての申立人の供述を

記載した書面で公証人法 （明治四十一年法律第

五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受け

たものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条　裁判所は、保護命令の申立てに係る事件

については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条　保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち

会うことができる審尋の期日を経なければ、これ

を発することができない。ただし、その期日を経

ることにより保護命令の申立ての目的を達する

ことができない事情があるときは、この限りでな

い。 

２　申立書に第十二条第一項第四号イからニまで

に掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、

当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属

官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しく

は保護を求めた際の状況及びこれに対して執ら

れた措置の内容を記載した書面の提出を求める

ものとする。この場合において、当該配偶者暴力

相談支援センター又は当該所属官署の長は、これ

に速やかに応ずるものとする。 

３　裁判所は、必要があると認める場合には、前項

の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官

署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助

若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規

定により書面の提出を求めた事項に関して更に

説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条　保護命令の申立てについての決定には、

理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論

を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示

せば足りる。 

２　保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は

相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日

における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３　保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速

やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は

居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長

に通知するものとする。 

４　保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条　保護命令の申立てについての裁判に対

しては、即時抗告をすることができる。 

２　前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及

ぼさない。 

３　即時抗告があった場合において、保護命令の取

消しの原因となることが明らかな事情があるこ

とにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所

は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効

力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命

ずることができる。事件の記録が原裁判所に存す

る間は、原裁判所も、この処分を命ずることがで

きる。 

４　前項の規定により第十条第一項第一号の規定

による命令の効力の停止を命ずる場合において、

同条第二項の規定による命令が発せられている

ときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命

じなければならない。 

５　前二項の規定による裁判に対しては、不服を申

し立てることができない。 

６　抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定によ

る命令を取り消す場合において、同条第二項の規

定による命令が発せられているときは、抗告裁判

所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７　前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合

並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合

について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条　保護命令を発した裁判所は、当該保護命

令の申立てをした者の申立てがあった場合には、

当該保護命令を取り消さなければならない。第十

条第一項第一号又は第二項の規定による命令に

あっては同号の規定による命令が効力を生じた

日から起算して三月を経過した後において、同条

第一項第二号の規定による命令にあっては当該

命令が効力を生じた日から起算して二週間を経

過した後において、これらの命令を受けた者が申

し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをし

た者に異議がないことを確認したときも、同様と

する。 

２　前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規

定による命令を発した裁判所が前項の規定によ

り当該命令を取り消す場合について準用する。 
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３　第十五条第三項の規定は、前二項の場合につい

て準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申

立て） 

第十八条　第十条第一項第二号の規定による命令

が発せられた後に当該発せられた命令の申立て

の理由となった身体に対する暴力と同一の事実

を理由とする同号の規定による命令の再度の申

立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生

活の本拠としている住居から転居しようとする

被害者がその責めに帰することのできない事由

により当該発せられた命令の効力が生ずる日か

ら起算して二月を経過する日までに当該住居か

らの転居を完了することができないことその他

の同号の規定による命令を再度発する必要があ

ると認めるべき事情があるときに限り、当該命令

を発するものとする。ただし、当該命令を発する

ことにより当該配偶者の生活に特に著しい支障

を生ずると認めるときは、当該命令を発しないこ

とができる。 

２　前項の申立てをする場合における第十二条の

規定の適用については、同条第一項各号列記以外

の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、

第二号及び第四号に掲げる事項並びに第十八条

第一項本文の事情」と、同項第四号中「前三号に

掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲

げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、

同条第二項中「同項第一号から第三号までに掲げ

る事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲

げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」とす

る。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条　保護命令に関する手続について、当事者

は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若し

くは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又

は事件に関する事項の証明書の交付を請求する

ことができる。ただし、相手方にあっては、保護

命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を

呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に

対する保護命令の送達があるまでの間は、この限

りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条　法務局若しくは地方法務局又はその支

局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証

人がその職務を行うことができない場合には、法

務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はそ

の支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項

（第十八条第二項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法 の準用） 

第二十一条　この法律に特別の定めがある場合を

除き、保護命令に関する手続に関しては、その性

質に反しない限り、民事訴訟法 （平成八年法律第

百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条　この法律に定めるもののほか、保護命

令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所

規則で定める。 

第五章　雑則

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条　配偶者からの暴力に係る被害者の保

護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項に

おいて「職務関係者」という。）は、その職務を

行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれ

ている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有

無等を問わずその人権を尊重するとともに、その

安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしな

ければならない。 

２　国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被

害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する

理解を深めるために必要な研修及び啓発を行う

ものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条　国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止に関する国民の理解を深めるための

教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条　国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害

者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健

康を回復させるための方法等に関する調査研究

の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及

び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条　国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動

を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう

努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条　都道府県は、次の各号に掲げる費用を

支弁しなければならない。 

　一　第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる

業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次

号に掲げる費用を除く。） 

　二　第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相

談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚

生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行う場合を含む。）に要する費用 

　三　第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱

する婦人相談員が行う業務に要する費用 

　四　第五条の規定に基づき都道府県が行う保護
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（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

２　市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しな

ければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条　国は、政令の定めるところにより、都

道府県が前条第一項の規定により支弁した費用

のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものにつ

いては、その十分の五を負担するものとする。 

２　国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ

る費用の十分の五以内を補助することができる。 

　一　都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げる

もの 

　二　市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第六章　罰則

第二十九条　保護命令に違反した者は、一年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条　第十二条第一項（第十八条第二項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定により記載すべき事項について虚偽の記載の

ある申立書により保護命令の申立てをした者は、

十万円以下の過料に処する。 

　　　附　則　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。ただし、第二章、第六

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セ

ンターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第

二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行

する。 

（経過措置）

第二条　平成十四年三月三十一日までに婦人相談

所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求め

た場合における当該被害者からの保護命令の申

立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号

並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用

については、これらの規定中「配偶者暴力相談支

援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討）　

第三条　この法律の規定については、この法律の施

行後三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必

要な措置が講ぜられるものとする。 

　　　附　則　

　（平成一六年六月二日法律第六四号）

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置）

第二条　この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（次項において「旧法」という。）

第十条の規定による命令の申立てに係る同条の

規定による命令に関する事件については、なお従

前の例による。 

２　旧法第十条第二号の規定による命令が発せら

れた後に当該命令の申立ての理由となった身体

に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危

害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの

法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法律（以下「新法」とい

う。）第十条第一項第二号の規定による命令の申

立て（この法律の施行後最初にされるものに限

る。）があった場合における新法第十八条第一項

の規定の適用については、同項中「二月」とある

のは、「二週間」とする。 

（検討）

第三条　新法の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとする。 

　　　附　則

　（平成一九年七月一一日法律第一一三号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置）

第二条　この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律第十条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事件

については、なお従前の例による。 
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人権尊重都市宣言

　人はだれでも、一人ひとりかけがえのない存在として尊重され、豊かに、健康で幸せな生活

を営む権利をもっています。この基本的人権は、いかなる理由があっても侵害されるものでは

ありません。

　わが国では、日本国憲法に明示されている基本的人権の確立のため、人権擁護のさまざまな

努力が続けられてきました。いまや、地球規模の交流時代の中で、人権の尊重がいっそう強い

社会的要請にまで高まっています。

　私たちは、すべての市民の人権を等しく保障するために、平和及び人権尊重について、とも

に学び行動し、明るい民主的社会の実現を図る必要があります。

　ここに、私たち市民は、憲法のかかげる平和及び人権の確立とその擁護のための活動を推進

し、人と人とのふれあいを大切にし、いたわりの心がゆきわたる市民生活の充実した高崎市を

築くために「人権尊重都市」を宣言します。

　平成７年 11 月 30 日

高崎市
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平成１９年８月１０日

高崎市長　松浦 幸雄　様

高崎市男女共同参画推進懇話会

会長　　内　藤　和　美

第２次高崎市男女共同参画計画に関する提言書

第２次高崎市男女共同参画計画の策定にあたり、以下のとおり提言します。

１　基本的な考え方

　　高崎市では、平成１３年度から平成２３年度を期間とする高崎市男女共同参画計画を策定

して着実に取り組みを進めてきました。その基本的な考え方は、女性も男性もすべての個人

が、互いにその人権を尊重し、喜びも責任も分かち合いつつ、性別にかかわりなく、その個

性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を、２１世紀のわが国社会の最重要課

題とした男女共同参画社会基本法の認識を共有したものです。

しかし、男女共同参画社会の形成は、少子高齢化の一層の進行、価値観の変容、離婚やＤ

Ｖの増加など家族の危機に象徴されるような、急激で絶え間ない社会環境の変化と複雑に関

連し合っており、それのみで前進していくような単純容易な課題ではありません。私たちの

生き方や生活のあり方、家族関係のあり方、働き方、コミュニティのあり方など、個人、家族、

職場、地域社会など全てに関連しているものです。それゆえ、男女共同参画社会形成の計画は、

時代や社会の変化に呼応して、常に課題を明らかにしながら改定していく必要性があります。

　　また、本市は、平成１８年１月と１０月に２回の合併をし、３４万人を抱える県内一の都

市となり、今後は中核市として各分野において新たな活力と、一層大きな可能性を持つこと

になります。こうした大きな転換期を迎えて、男女共同参画社会の形成においても、現行計

画に基づくこれまでの取組と成果を評価・総括し、また、取組を市内外の現状と照合するこ

とを通じて、新しい高崎市に相応しいより実効性の高い男女共同参画計画を策定実施するこ

とが求められていると言えます。

２　経過

　　高崎市では、平成１３年度に市民部男女共同参画室（課）が設置され、男女共同参画推進

のための体制が強化されました。また、平成１３年度から高崎市男女共同参画計画の推進状

況の把握に努め、庁内における施策の調査を継続的に実施してきました。

その結果、例えば、方針決定の場への女性の参画度の指標である審議会委員等の女性比率

は、１７年度のできるだけ早い時期に達成すべき目標として掲げた３０％までには至らなか

ったものの、庁内の意識改革は進み２５．２％と着実に伸びています。しかし、前述したよ

うに、男女共同参画社会の実現は、生活領域や職場領域、そして社会環境のあらゆるところ

で、性別にかかわりなく個性と能力を十分に発揮できる社会の実現を目指すものであり、取

り組むべき課題は多いのです。

　　そのため、高崎市は、平成１８年度からは、男女共同参画推進会議および男女共同参画推

進懇話会において、新高崎市の男女共同参画推進のための計画のあり方について議論を開始



－ 70 －

しました。現行計画の取組と成果を評価・総括を行うとともに、「男女共同参画に関する市

民アンケート調査」（平成１８年１１月実施）と「高崎市男女共同参画に関する事業所意識

調査」（平成１９年６月実施）の結果を分析し、新高崎市として取り組むべき男女共同参画

施策を検討してきました。

アンケートの結果、高崎市民は男女共同参画の意識は前回調査より、高まっていることが

分かりました。しかし、全国の意識調査と比較すると、確実に性別役割分業を承認するよう

な「保守的傾向」が強いことも判明しています。

このような現状を踏まえ、男女共同参画社会基本法の理念に基づき、高崎市の男女共同参

画社会づくりに向けて、今後引き続き取り組むべき課題や新たな課題に対応するために、「高

崎市男女共同参画計画」を見直し、「第２次高崎市男女共同参画計画」の策定について提言

をするものです。

３　提言内容

提言１　第２次高崎市男女共同参画計画のあり方について

　　第２次高崎市男女共同参画計画は、時代や社会の変化に呼応して、常に課題を明らかにし

た計画でなければならない。

　　（考え方）

男女共同参画社会の形成は、少子高齢化の一層の進行、価値観の変容、離婚やＤＶの

増加など家族の危機に象徴されるような、急激で絶え間ない社会環境の変化と複雑に関

連し合っており、私たちの生き方や生活のあり方、家族関係のあり方、働き方、コミュ

ニティのあり方など、個人、家族、職場、地域社会など全てに関連している。

提言２　「男女平等」と「男女共同参画」の考え方について

　　第２次高崎市男女共同参画計画は、「男女平等」の理念と「男女共同参画」という概念の

双方をふまえた計画とする必要がある。

　　（考え方）

アンケート結果等から高崎市は、全国と比べて平等意識が低いため、「男女平等」な

しには「男女共同参画」はありえないということを強調し、市民の認識を深めていかな

ければならない。

提言３　仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス）について

　　第２次高崎市男女共同参画計画においては、市民の「生活」と市民の「働き方」が調和し

た新しい社会の仕組みづくりとしての「男女共同参画」を捉えるものである。

　　（考え方）

　仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自らが希

望するバランスで展開できる多様性を尊重した活力ある社会の実現を目指す。
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提言４　合併をふまえた男女共同参画社会形成の取り組みについて

　　本市における男女共同参画社会形成の取り組みは、新しい高崎市に相応しいより実効性の

高い第２次高崎市男女共同参画計画に基づき、男女共同参画社会の実現に向けた着実な施策

の推進を図るものである。

　　（考え方）

本市は、平成１８年１月と１０月に２回の合併をし、３４万人を抱える県内一の都市

となり、今後は中核市として各分野において新たな活力と、一層大きな可能性を持つこ

とになる。こうした大きな転換期を迎えて、男女共同参画社会の形成においても、現行

計画に基づくこれまでの取組と成果を評価・総括し、男女共同参画社会形成に向けた施

策に反映し、その推進に取り組んでいくべきである。

提言５　第２次高崎市男女共同参画計画の計画期間について

　　第２次高崎市男女共同参画計画の計画期間は平成２０年度から平成２４年度とする。

　　（考え方）

第２次高崎市男女共同参画計画の上位計画である第５次総合計画との整合性を確保す

る観点から、計画期間については第５次総合計画前期基本計画の計画期間と合わせるこ

ととする。
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参考資料

基本目標 現行　基本方針 改定　基本方針

１男女平等の意識づくり

１男女平等意識の啓発 １男女平等意識の浸透・共有

２男女平等教育の推進
２男女平等教育の推進

３性に関する教育・啓発の促進

２男女共同参画による社会
づくり

４男女共同参画社会を阻害する制
度・慣行の見直し

３性別にかかわらないワーク・ライフ・
バランスの実現

５女性に対する暴力の根絶
４社会の責任ある立場への女性の参画
の促進

６雇用平等の推進

７多様な生き方が可能な就業条件の
整備

５女性に対する暴力の根絶

８男女の仕事と家族的責任の両立 ６雇用平等の推進

９政策・方針決定等の場への女性の
参画促進 ７男女が共に参画する地域づくりや市

民活動促進

10 地域及び市民活動への支援

11 国際社会への理解と交流の推進
８国際社会の理解と交流における男女
共同参画

３男女が自立できる環境づ
くり

12 自立への支援体制の充実 ９女性の自立支援の取り組み

13 健康づくりへの支援 10 健康づくりへの支援の取り組み

14 子育て支援 11 子育て支援の取り組み

15 高齢者、障害者への福祉の充実 12 高齢者、障害者への福祉の取り組み

４男女共同参画の推進体制 16 推進体制の充実

13 推進体制の充実

14 計画の進行管理

15 男女共同参画推進条例（仮称）の制
定

16 推進拠点の設置
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高崎市男女共同参画推進懇話会設置要綱

（設置）

第１条　高崎市における男女共同参画社会の形成のための施策の推進に資するため、高崎市男

女共同参画推進懇話会（以下「懇話会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 懇話会は、男女共同参画計画の策定及び推進に関し意見、提言を行う。

（組織）

第３条　懇話会は、委員２０人以内をもって組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１）学識経験者

（２）公募した市民

（３）市民団体等の代表者

（任期）

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条　懇話会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選出する。

２　会長は、懇話会を代表し、会務を総理する。

３　副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条　懇話会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。

２　懇話会は必要があるときは、その都度関係者の出席を求めることができる。

（庶務）

第７条　懇話会の庶務は、市民部人権男女共同参画課において行う。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか懇話会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１２年２月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成１４年４月１日から施行する

附　則

１　この要綱は、平成１８年１月２３日から施行する。

２　この要綱の施行の日以後に新たに委嘱される委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、

この要綱の施行の際現に在任する委員の残任期間に相当する期間とする。

附　則

１　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

２　この要綱の施行の日以後に新たに委嘱される委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、

この要綱の施行の際現に在任する委員の残任期間に相当する期間とする。

附　則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
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高崎市男女共同参画推進懇話会委員名簿

氏　　名 所　 属　 等 区　分 備　考

ないとう かずみ

内藤  和美
群馬パース大学教授 学識経験者 会　長

おおみや のぼる

大宮   登
高崎経済大学地域政策学部教授 学識経験者 副会長

あかいし あゆこ

赤石 あゆ子
弁護士 学識経験者

よこさわ さなえ

横澤　早苗
高崎市農業委員会農業委員 学識経験者

はまの ようたろう

濱野   陽太郎
高崎市人権擁護委員会会長 学識経験者

まるばし たけし

丸橋   剛
行政相談委員 学識経験者

きやみ　ゆうじ

木闇　裕治
連合群馬高崎地域協議会事務局 団体等代表

すずき としこ

鈴木  紀子
高崎女性経営者研究会会計 団体等代表

にわの　みき

庭野　美樹
高崎青年会議所 団体等代表

ねぎし　ふきこ

根岸　富貴子
高崎市地区婦人会連合会会長 団体等代表

ほりぐち　みつよ

堀口　充代
高崎市青少年育成推進員塚沢小校区副会長 団体等代表

ほそじま もとえ

細島  モトエ
高崎市くらしの会副会長 団体等代表

 　もぎ　きょうこ

茂木  京子
在宅介護支援センター高崎中央所長 団体等代表

かない　ひろこ

金井  浩子
公募市民 公募市民

かみい　こういち

上井  宏一
公募市民 公募市民

とよだ　 けん

豊田   建
公募市民 公募市民

ほりうち かつこ

堀内   勝子
公募市民 公募市民

やぎ　 あかね

矢木  あかね
公募市民 公募市民

やまぐち かつあき

山口  勝秋
公募市民 公募市民

わたなべ まさこ

渡邉  正子
公募市民 公募市民
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【男女共同参画に関する年表】

年 世　　界 国 県 高崎市

1975 S50

・国際婦人年
・国際婦人年世界会議（メ
キシコシティ）世界行動
計画、メキシコ宣言採択

・「国際婦人年にあたり婦
人の社会的地位向上をは
かる決議」採択
・総理府に婦人問題企画
推進本部設置、総理府婦
人問題担当室業務開始

1976 S51
・国連婦人の 10 年（～ 85
年）

・民法改正（離婚復氏制
度）、戸籍法、公布、施行

1977 S52
・国内行動計画策定
・国立婦人教育会館開館

1979 S54

・女子差別撤廃条約採択 ・群馬県県民生活部婦人
児童課に「婦人対策係」
設置
・「群馬県婦人問題懇談会」
設置

1980 S55

・国連婦人の 10 年（中間
年）世界会議（コペンハ
ーゲン）

・民法改正（配偶者の相
続分改正）（81 年施行）
・国連婦人の 10 年中間年
全国会議

・「新ぐんま婦人計画」策
定

1981 S56
・ILO 第 156 号条約（家族
的責任条約）採択

・国内行動計画後期重点
目標を設定

1984 S59

・国籍法、戸籍法改正（父
母両系主義）（85 年施行）
・パートタイム労働対策
要綱制定

1985 S60

・国連婦人の 10 年の成果
を検討し、評価するため
の世界会議（ナイロビ）
・ナイロビ将来戦略採択

・国民年金法改正（専業
主婦の基礎年金保証）（86
年施行）
・男女雇用機会均等法公
布（86 年施行）
・女子差別撤廃条約批准
（86 年発効）

・国連婦人の 10 年最終年
記念群馬県大会

1987 S62

・西暦 2000 年に向けての
新国内行動計画策定
・所得税法改正（配偶者
特別控除制度新設）、施行

1988 S63
・労働基準法改正（週 40
時間制）

1989 H1

・児童の権利に関する条
約採択

・新学習指導要領告示（高
校家庭科男女必修）
・パートタイム労働指針
告示

1990 H2
・ナイロビ将来戦略見直
し勧告

1991 H3

・育児休業法公布（92 年
施行）
・新国内行動計画（第一
次改定）策定

・「新ぐんま 2010」の中に
女性対策を主要な柱とし
て位置づけ、策定
・「女性に関する意識調査」
実施

・第 3次総合計画におい
て婦人の地位向上を目的
とする施策を体系化（推
進計画の確立、社会参加
の促進、母性の保護、施
設の整備）
・「婦人教育 (問題）に関
する全国調査」実施

1992 H4

・環境と開発に関する国
連会議（リオデジャネイ
ロ）

・介護休業制度等に関す
るガイドラインの策定
・初の婦人問題担当大臣
誕生

・「女性問題推進事業検討
委員会」設置、専門セク
ションの必要性を提言
・「女性問題に関わる行政
対応状況調査」実施
・女性問題啓発シンポジ
ウム開催
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年 世　　界 国 県 高崎市

1993 H5

・国連世界人権会議（ウ
ィーン）ウィーン宣言採
択
・女性に対する暴力の撤
廃に関する宣言採択

・パートタイム労働法公
布、施行

・「新ぐんま女性プラン」
策定
・「群馬県女性行政推進連
絡会議」設置

・教育委員会社会教育課
に「女性課題検討担当」
設置
・「女性問題推進委員会」
及び「女性プランワーキ
ング委員会」設置
・「女性問題の取り組みに
関する調査一覧表」作成
・「高崎市女性施策関連事
業実態調査」実施

1994 H6

・ILO175 号条約（パート
タイム労働に関する条約）
採択
・アジア・太平洋におけ
る女性の地位向上のため
のジャカルタ宣言採択
・国際人口・開発会議（カ
イロ）

・内閣に男女共同参画推
進本部設置
・総理府に男女共同参画
室、男女共同参画審議会
設置
・児童の権利に関する条
約批准

・県民生活課に「女性政
策室」設置
・「群馬県女性人材データ
バンク」の構築

・「女性問題推進協議会」
（庁外組織）設置
・「女性問題に関する市民
意識・実態調査」実施

1995 H7

・第 4回世界女性会議（北
京）NGO フォーラム開催、
北京宣言、行動綱領採択

・育児休業法改正
(介護休業制度）公布 (98
年施行）
・ILO156 号条約（家族的
責任条約）批准

・「ぐんま女性白書’95」
発行

・市民部生活課に「女性
政策室」設置
・人権尊重都市宣言制定

1996 H8

・優生保護法を改正、母
体保護法として公布、施
行
・男女共同参画 2000 年プ
ラン策定

・「男女共同参画社会をき
ずくための意識調査」実
施

・「新たかさき女性プラン」
策定

1997 H9

・労働基準法改定（女子
保護規定撤廃）
・男女雇用機会均等法改
正（女子差別禁止、セク
ハラ防止義務）（99 年施
行）
・育児・介護休業法改正（深
夜業制限）

・市民部生活課を「女性・
生活課」に課名変更
・女性模擬議会開催

1998 H10
・高崎都市圏交流連携会
議女性政策部門会議開催

1999 H11

・男女共同参画社会基本
法公布、施行
・食料・農業・農村基本
法の公布、施行（女性の
参画の促進）

・「男女共同参画社会に関
する県民意識調査」実施
・「’99 新潟・福島・群馬
三県女性サミット」を群
馬県で開催

・「高崎市男女共同参画社
会推進会議」（庁内組織）
設置
・「高崎市男女共同参画推
進懇話会」（庁外組織）設
置
・「人権に関する市民意識
調査」実施

2000 H12

・国連特別総会「女性
2000 年会議」開催（ニュ
ーヨーク )

・男女共同参画基本計画
策定
・介護保険法の施行
・ストーカー行為等の規
制等に関する法律（スト
ーカー規制法）公布・施
行

・「新たかさき女性プラン」
の改定見直し開始
・「高崎市男女共同参画推
進懇話会（第 1期）」、「高
崎市男女共同参画社会推
進会議」及び「ワーキン
ググループ会議」開催

2001 H13

・内閣府に男女共同参画
局設置
・男女共同参画会議設置
・配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関
する法律（配偶者暴力防
止法）公布・施行

・「ぐんま男女共同参画プ
ラン」策定
・「群馬県各種婦人団体連
絡協議会」を「群馬県女
性団体連絡協議会」に名
称変更
・「男女間のあり方に関す
る県民意向調査」

・女性・生活課女性政策
室を廃止し、「市民部男女
共同参画室」を新設
・「高崎市男女共同参画計
画」策定
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年 世　　界 国 県 高崎市

2002 H14

・ぐんま男女共同参画プ
ラン委員会提言「男女共同
参画の推進に関する条例
の必要性について」
・人権男女共同参画課の
設置
・行政刊行物表現のガイ
ドライン作成
・女性相談所を配偶者暴
力相談支援センターとし
て指定
・第 1回群馬県男女共同
参画週間記念事業の実施

・男女共同参画室を課に
組織名変更
・「高崎市男女共同参画推
進懇話会（第 2期）」開催
・「高崎市男女共同参画社
会推進会議」開催
・「高崎市男女共同参画計
画推進状況調査」実施
・男女共同参画ホームペ
ージ開設

2003 H15

・女性差別撤廃委員会に
おいて、日本に対する審
査が行われた

・ぐんま男女共同参画プ
ラン委員会提言「男女共
同参画を推進する県条例
に盛り込むべき事項（大
網）について」
・(財 )群馬県女性会館内
に女性相談支援室（配偶
者暴力相談支援センター）
の設置
・群馬県婦人会館から、
群馬県女性会館へと名称
変更

・「高崎市男女共同参画計
画推進状況調査」実施

2004 H16

・配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関
する法律（配偶者暴力防
止法）改正
・育児・介護休業法改正（育
児・介護取得の期間雇用
者への拡大、育児休業期
間の延長、子の看護休暇
の創設）（05 年施行）

・「群馬県男女共同参画推
進条例」施行

・「高崎市男女共同参画計
画推進状況調査」実施

2005 H17
・北京＋ 10（第 49 回国連
婦人の地位委員会）

・男女共同参画基本計画
（第 2次）策定

・「高崎市男女共同参画推
進懇話会（第 3期）」開催

2006 H18

・男女雇用機会均等法改
正（間接差別禁止、男性
へのセクハラ禁止）（07
年施行）

・「群馬県男女共同参画基
本計画（第 2次）」策定

・DV 対策に関係する機関
の事務担当者意見交換会
・「高崎市男女共同参画計
画」の改定見直し開始
・「男女共同参画に関する
市民アンケート調査」実
施
・高崎市男女共同参画懇
話会が「第 2次高崎市男
女共同参画計画に関する
提言書」を提言

2007 H19

・「ワーク・ライフ・バラ
ンス」推進の基本的方向
（報告）を公表

・2課を統合し、「市民部
人権男女共同参画課」に
組織変更
・DV 対策に関係する機関
の事務担当者意見交換会
・「高崎市男女共同参画推
進懇話会（第 4期）」開催
・「男女共同参画に関する
事業所アンケート調査」
実施
・「高崎市第 2次男女共同
参画計画」策定
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男女共同参画に関する用語解説

あ行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇アンペイドワーク

　無償労働と訳され、賃金、報酬が支払われない労

働、活動を意味します。

　内閣府 (旧経済計画庁 )では、無償労働について

の賃幣評価額を推計していますが、同推計において

は、無償労働の範囲は、サービスを提供する主体と

そのサービスを享受する主体が分離可能で、かつ市

場でそのサービスが提供されうる行動とされ、具体

的には、家事、介護・看護、育児、買物、社会的行

動を無償労働の範囲としています。

◇エイズ (P13)

ヒト免疫不全ウイルス (HIV) の感染によって起こ

る HIV 感染症の末期状態を定義した言葉です。免疫

の力が低下して、健康な状態では到底かからない感

染症 (日和見感染症 )にかかったり、悪性腫瘍 (日

和見腫瘍 )が発生するものです。

◇エンパワーメント (P4)

女性をたんに社会・経済転換の“犠牲”や“受

益者”と見るのではなく、変化を引き起こす力（パ

ワー）を持つ存在と見て、その能力を備える（エン

パワー）過程のことです。1980 年の第 2 回国連世

界女性会議の頃から、“ 南 ” の国の女性によるネ

ットワークにおいて使われ始めました。その“力”

には、個人的レベルでの自己決定能力から、法的、

社会的、経済的能力まで含まれています。

◇ＮＧＯ (P3)

主に国際協力に携わる「非政府組織」「民間団体」

のことを意味します。

◇育児・介護休業制度 (P28)

正式名称は「育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律」です。育児

や介護を抱える男女労働者の職業生活と家庭生活

との両立を助けるとともに、熟達した労働者の有効

活用を目的としています。

か行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇家族経営協定 (P45)

家族経営協定とは「家族で農業経営をしていく上

で、家族それぞれの役割、責任、就業条件、報酬等

を明確にし、企業的な農業経営の実現を目指す」た

め、家族間の取り決めを文書化したものです。家族

での話し合いに基づいて、必要な取り決め、計画作

りを行い、農業経営の進め方について見直し、明る

い家庭と働きやすい環境を家族全員で築いていこ

うとするものです。

◇間接差別

　外見上は、性中立的な規定、基準、慣行等が、他

の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当

程度の不利益を与え、しかもその基準等が職務と関

連性がない等合理性・正当性が認められないものを

指します。

◇苦情処理

　行政上の事項について不満をもつ関係者からの

苦情の申し出を、当該事項を所掌する機関又は他の

行政機関において受け付け、行政不服審査などとは

異なる簡易、迅速・柔軟な方法で処理すること。

　男女共同参画社会基本法第 17 条においては、国

は、政府が実施する男女共同参画に関する施策につ

いての苦情の処理について必要な措置を講じなけ

ればならないとされています。

　国においては、各府省の行政相談窓口等及び総務

省の行政相談制度で対応しており、地方公共団体に

おいては、第三者機関を設置するなど地域の実情に

照らして多様な手法が講じられつつあります。

◇旧姓使用 (P23)

　夫婦別氏制度・・・婚姻後も夫婦がそれぞれの氏

を名乗る制度をいいます。2001 年には国家公務員

について原則として旧姓使用が認められるに至り

ました。

◇均等推進企業表彰 (P45）

厚生労働省が、女性労働者の能力発揮を促進する

ために積極的取組（ポジティブ・アクション）につ

いて、他の模範とも言うべき取組推進している企業

を表彰し、これを広く国民に周知し、企業の取組を

促すことを目的にしています。

◇合計特殊出生率

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計

で、1 人の女性が一生の間に産む平均こども数を表

します。

◇ゴール・アンド・タイムテーブル方式

積極的改善措置の手法の一つであり、数値などの

達成すべき目標と達成までの期限を明らかにし、計

画的に取り組み方法です。（「積極的改善措置」の項

参照。）

◇国際婦人年 (P3)

昭和 47 年 (1972 年 ) の第 27 回国連総会において

女性の地位向上のため世界規模の行動を行うべき

ことが提唱され、昭和 50 年 (1975 年 ) を国際婦人

年とすることが決定されました。また、昭和 51 年

(1976 年 ) ～昭和 60 年 (1985 年 ) までの 10 年間を

「国連婦人の 10 年」としました。

さ行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇仕事と子育ての両立支援

　少子・高齢化が進展する中で、仕事と育児や家族

の介護を両立できるようにすることは、わが国の経
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済社会の活力を維持する上でも、男女が安心して子

供を産み育て、家族としての責任を果たすことがで

きる社会を形成していく上でも重要です。

　国の男女共同参画会議の下では、仕事と子育ての

両立支援策に関する専門調査会では、「仕事と子育

ての両立支援策の方針に関する意見」を提出し、平

成 13 年 7 月に閣議決定しました。

本決定では、「政府は、以下の施策を、基本的に

は平成 13・14 年度に開始し、遅くても平成 16 年度

までに実施する。これらの事業については、特段

の配慮をし必要な予算を確保し、緊急に実施する。」

とし、以下の 5つの柱立ての下で、提言と具体的目

標・施策を記述しました。

　①両立ライフへ職場改革　②待機児童ゼロ作戦

－最小コストで最良・最大のサービスを－　③多様

で良質な保育サービスを　④必要な地域すべてに

放課後児童対策を　⑤地域こぞって子育てを

◇仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

(P6)

　仕事と私生活のバランスと言うことです。そのこ

とにより、労働者には家庭や地域活動などに参加で

きる機会が与えられ、事業者にとっても生産性の向

上、優秀な人材の確保などにつながるとされます。

仕事と家庭の両立支援政策として、労働時間の短縮

と柔軟化、保育や介護のサポート、休暇制度などが

あります。

◇ジェンダー (社会的性別 )

　人間には生まれついての生物学的性別（セックス

／ sex）がある。一方、社会通念や慣習の中には、

社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」

があり、このような男性、女性の別を「社会的性別」

（ジェンダー／ gender）といいます。「社会的性別」

は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではな

く、国際的にも使われています。

◇ジェンダー・エンパワーメント指数 GEM(P23)

　女性が政治及び経済活動に参加し、意思決定に参

加できるかどうかを測るもので、国連開発計画 (Ｕ

ＮＤＰ )が毎年発表しています。

　同じような指標としてＵＮＤＰが開発したもの

に人間開発指数 (ＨＤＩ )がありますが、ＨＤＩが

人間開発の達成度に焦点を当てているのに対して、

ＧＥＭは、能力を活用する機会に焦点を当てていま

す。

　具体的には、国会議員に占める女性の割合、専門

職・技術職に占める女性割合、管理職に占める女性

割合、男女の推定所得を用いて算出しています。

◇女子差別撤廃条約 (P3)

昭和 54 年 (1979 年 ) に第 34 回国連総会で採択さ

れた「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関

する条約」のことです。この条約は、女性に対する

あらゆる差別の撤廃をめざして、法律、制度だけで

なく、各国の慣習、慣行までも対象に含めてます。

日本では、昭和 55 年 (1980 年 ) に署名を行い、国

籍法の改正、男女雇用機会法の制定、学校教育にお

ける家庭科の男女共修などの条件設備を行った後、

昭和 60 年 (1985 年 ) に批准しました。

◇女性センター（男女共同参画センター）

　都道府県、市町村等が自主的に設置している女性

のための総合施設です。

　「女性センター」「男女共同参画センター」などの

名称のほか、通称で呼ばれているものもあります。

　運営方式や施設形態は、公設公営、公設民営や、

女性センターのみの単独施設や他の機関との複合

施設と、様々です。

　女性センターでは「女性問題の解決」「女性の地

位向上」「女性の社会参画」を目的とし、女性が抱

える問題全般の情報提供、相談、研究などを実施し

ています。

　「配偶者暴力相談支援センター」に指定されてい

る施設や配偶者からの暴力専門の相談窓口を設置

している施設もあります。

◇女性の労働力率

　女性人口に占める労働力人口の割合です。労働力

人口には、失業者なども含まれているので必ずしも

働いている人ばかりではありません。

　女性の年齢階級別労働力率について、昭和 50 年

からほぼ 10 年ごとの変化をみると、現在も依然と

してＭ字カーブを描いているものの、ほとんどの年

齢層で労働力率は高くなってきています。Ｍ字のボ

トムの形状の変化に注目すると、平成 7年から平成

15 年の 8 年間で労働力率は 6.6 ポイントも上昇し、

Ｍ字カーブの底は大きく上がり、台形に近づいてき

ています。この変化は、女性の非婚化・晩婚化によ

り結婚せずに働き続ける女性が増えたことや、晩産

化による子育て年齢の上昇、少子化による子育て期

間の短期化などによるものと考えられます。

◇ストーカー (P26)

　特定の個人に異常なほど関心を持ち、その人の意

思に反してまで待ち伏せ、つきまとい、連絡などの

行為を繰り返す人のことを言います。

　また「つきまとい等」を反復して行うことを「ス

トーカー行為」と言います。

◇性と生殖に関する健康と権利 (P36)

リプロダクティブ・ヘルス／ライツの訳です。

1994 年にカイロで開催された国連の国際人口・開

発会議において提唱された概念で、今日、女性の人

権の重要な一つとして認識されるに至っています。

いつ何人子供を産むか産まないかを選ぶ自由、安全

で満足のいく性生活、安全な妊娠・出産、子どもが

健康に生まれ育つことなどが含まれており、また、

思春期や更年期における健康上の問題等生涯を通

じての性と生殖に関する課題が各分野で議論され

ています。
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◇性別役割分業 (P5)

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担

を決めることが適当であるにもかかわらず、男性、

女性という性別を理由として、役割を固定的に分け

ることをいいます。

◇世界女性会議 (P3)

国連は、1975 年を「国際婦人年」と宣言し、「平等・

開発・平和」を三大テーマとして掲げ、メキシコシ

ティで第１回世界女性会議を開催しました。以来５

～ 10 年ごとに「世界女性会議」が開催され、女性

に対する差別の撤廃・女性地位向上の課題に取り組

んできました。

会議は、各国政府代表と国連諸機関が参加する

「政府間会議」と民間人によるＮＧＯフォーラムか

ら成り立っています。

◇セクシュアル・ハラスメント (P10)

性的いやがらせのこと。セクハラと略され、性暴

力の一つです。昇進などを見返りとして性的な要求

をしたり、身体的接触や卑猥な言葉などにより相手

に不快な思いをさせることなどをいいます。

◇積極的改善措置

「積極的改善措置」（いわゆるポジティブ・アクシ

ョン）とは、様々な分野において、活動に参画する

機会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、活動に参画

する機会を積極的に提供するものであり、個々の状

況に応じて実施していくものです。

　積極的改善措置の例としては、国の審議会等委員

への女性の登用のための目標の設定や、女性国家公

務員の採用・登用の促進等が実施されています。

　男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は

国の責務として規定され、また、国に準じた施策と

して地方公共団体の責務にも含まれています。

た行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇男女共同参画基本計画（第 2次）(P2)

「男女共同参画基本計画」は、政府の定める

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的

な計画です。男女共同参画社会基本法第 13 条

により、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の総合的な推進を図るために政府が定め

なければならないとされており、現行の計画は

平成 17 年 12 月 27 日に閣議決定されています。

◇男女共同参画社会 (P1)

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思

によって社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することがで

き、かつ、共に責任を担うべき社会のことです。

◇男女共同参画社会基本法 (P1)

　平成 11 年 6 月 15 日成立、同 23 日公布・施行さ

れました。男女共同参画社会を形成するために、①

男女の人権の尊重、②社会における制度又は慣行に

ついての配慮、③政策等の立案及び決定への共同参

画、④家庭生活における活動と他の活動の両立、⑤

国際的協調の５つの基本理念に基づき行政及び国

民が果たさなければならない責務等を定めていま

す。

◇男女雇用機会均等法 (P3)

　正式名称は「雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保等に関する法律」です。雇用の分

野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図

るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び

出産後の健康の確保を図る等の措置を推進するこ

とを目的とした法です。

◇ドメスティック・バイオレンス (DV)(P1)

配偶者や恋人など親しい関係にある人から受け

る身体的、精神的、性的な暴力のことです。身体的

暴力のみでなく、心理的暴力、性的虐待等も含みま

す。ＤＶと略されます。1993 年、国連総会で「女

性に対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択され、

女性への暴力が人権問題であることが確認されま

した。夫婦間等の暴力は当事者間の問題とみなさ

れ、法的処罰の対象にはなりにくかったのですが、

社会問題として深刻化してきました。平成 13 年 4

月、ＤＶ防止法（通称）が制定、平成 20 年 1 月 11

日一部改正され施行しました。

は行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇配偶者からの暴力 (P26)

　「ドメスティック・バイオレンス」の項参照。

◇ファミリー・サポート・センター (P38)

地域において育児や介護の援助を受けたい人と

行いたい人が会員となり、育児や介護について助け

合う会員組織です。

この事業は働く人々の仕事と子育てまたは介護

の両立を支援する目的から、労働省（当時）が構想

し、設立が始まりました。現在では育児のサポート

の対象は、子を持つすべての家庭に広がっていま

す。ファミリーサポートセンターの設立運営は市区

町村が行います。

◇「北京宣言」及び「行動綱領」(P3)

第４回世界女性会議で採択されました。行動綱領

は 12 の重大問題領域にそって女性のエンパワーメ

ントのためのアジェンダ（議題）を明記しています。

具体的には、①女性と貧困、②女性の教育と訓練、

③女性と健康、④女性に対する暴力、⑤女性と武力

闘争、⑥女性と経済、⑦権力及び意思決定における

女性、⑧女性の地位向上のための制度的な仕組み、

⑨女性の人権、⑩女性とメディア、⑪女性と環境、
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⑫女児から構成されています。

◇ポジティブ・アクション

　「積極的改善措置」の項参照。

ら行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇ライフスタイル (P28)

　人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生き方

のことをいいます。

◇ライフステージ (P15)

人の一生における幼児期・児童期・青年期・壮年

期・老年期などのそれぞれの段階のことです。

わ行 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◇割当制（クオータ）(P24)

「クオータ制」のクオータは quota と綴り、「割り

当て、分け前、分配」の意味です。

クオータ制の発祥地はノルウェーで、ノルウェー

の男女平等法には、「公的機関が４名以上の構成員

を置く委員会、執行委員会、審議会、評議委会など

を任命または選任するときは、それぞれの性が構成

員の４０％以上選出されなければならない。」とあ

ります。
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